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１ 要旨 

 

平成 21 年３月に告示された新学習指導要領では、「学校の教育活動全体を通じ、計画的、組

織的な進路指導を行い、キャリア教育を推進すること」とされた。キャリア教育は生徒が社会

人・職業人として自立していけることを目標としている。高卒者の雇用を取り巻く現状は依然

厳しいが、本県高校生は全国平均より就職希望者の割合が高く、求人確保と生徒の進路選択を

支援するための進路指導の体系化が喫緊の課題である。 

そこで本研究では、過去数年の県内高校の就職者動向を分析して、今後期待できる求人動向

を明らかにし、就職指導に活用できる資料としてとりまとめた。また、キャリア教育の視点に

たち、体系化した就職指導の指導計画を学校が策定するための手引きを作成した。 

 

キーワード 就職支援、進路指導の体系化、進路指導計画、キャリア教育、進路動向 

 

２ 研究目的 

平成 21年３月に公示された高等学校学習指導要領において、総則の「教育課程編成の一般方針１」

において「学校の教育活動を進めるに当たっては、各学校において、生徒に生きる力をはぐくむこと

を目指し、創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開する中で、基礎的・基本的な知識及び技能を

確実に習得させ、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力その他の能

力をはぐくむとともに、主体的に学習に取り組む態度を養い、個性を生かす教育の充実に努めなけれ

ばならない。」と、特色ある教育活動を通じて個性を生かす教育の充実を図ることの重要性が強調さ

れている。また４においては「学校においては、地域や学校の実態等に応じて、就業やボランティア

にかかわる体験的な学習の指導を適切に行うようにし、勤労の尊さや創造することの喜びを体得させ、

望ましい勤労観、職業観の育成や社会奉仕の精神の涵養に資するものとする。」とうたわれており、

望ましい勤労観・職業観の育成や社会奉仕の精神の涵養のために、体験的な学習の指導を適切に行う

ように求められている。本県高校生の雇用を取り巻く状況は、先行きの見えない景気の低迷、平成 23

年３月の東日本大震災の影響などにより更なる悪化が懸念される。昨年度の県内高校生就職内定率は

91.5％（対前年比 5.3％増）と過去 10 年間で最高となったが、依然として厳しい状況は続いており、

そのため進学など就職希望から進学に目標変更する生徒も少なくない。新たな求人先の確保とともに、

学習指導要領にうたわれるように生徒に望ましい勤労観、職業観を育成していくために、各校におい

て特色ある体系化された進路指導を確立することが高等学校における緊急の課題である。 

本研究の目的は、過去数年の県内高校の就職者動向を分析することによって、今後期待できる求人

動向の傾向を見出し、各校の抱える就職指導上の課題解決のために必要とされる高校生活３年間を通

じて体系だった就職指導を行うための指導計画を、策定するための手引きを作成することである。 

 

 

 

 



３ 研究仮説 

過去数年の県内高校卒業者の就職動向を分析し、今後求人が見込める業種に特に注目して求

人開拓に取り組むとともに、各校の目標・実状に応じた進路指導計画を策定するための手引き

を作成することで各校の就職指導が体系化し、就職支援(就職率向上)につながるのではないか。 

 

４ 研究内容 

(1) 卒業生の動向分析と求人動向の考察 

  ア 本県高校生就職先の分析 

    近年で最も経済状況の良かった（求人数の多かった）平成 19年度から今年度の求人数の推移

を高知労働局の発表データより集計し、求人動向を分析した（図１）。平成 20 年秋のリーマン

ショックの影響を受け、翌平成 21年度の求人数は県外求人が 54.1％減、県内求人が 32.1％減、

合計で 45.8％減と大幅に落ち込んだ。その後も歴史的な円高や、平成 23年３月の東日本大震災

の影響により、県外求人は減少し続けている（平成 24年１月末時点、対平成 19年度比で 68.4％

減）。また、県内においては関係機関の求人要請や企業努力などにより求人数は増加しているが、

まだ平成 19年度の水準まで回復していない（平成 24年１月末、対平成 19年度比で 12.5％減）。

求人倍率で見ると平成 19 年度は 1.68 であったのに対し、平成 24 年１月末時点で 0.98 となっ

ており就職希望者全員の就職内定が厳しい状況にある。 

                                                                                                                                                                                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１】 新規高卒者求人数の推移（平成 19年度～23年度） 

 

 

 



また、平成 20年度～23年度の就職内定状況について産業別に集計し、就職動向を分析すると

ともに、確定している直近の平成 22年度の結果より、上位５種について抽出し、求人数の動向

もふまえて考察を行った（図２、図３）。リーマンショック後の平成 21年度に製造業における求

人数が 54.2％、採用数も 36.0％とそれぞれ大きく減少していることが分かる。しかし製造業の

採用数は減少したものの全体の約３分の１を占めており、高卒求人において最も多く期待されて

いる。一方で医療業・介護福祉業における求人数が増加傾向にあり、平成 22 年度は対平成 20

年度比で 45.3％増、採用数も２倍以上に増加し全体で第２位となっている。高齢化社会の進行

と、それに伴う介護福祉関連産業の発展・採用増加によるものだと考えられる。卸売・小売業と

宿泊業、飲食サービス業の求人数・採用数減少は景気動向が素直に反映されたものだと考えられ

る。建設業の求人数・採用数が持ち直し傾向があると、工業高校を中心に報告がある。求人数で

見れば、卸売・小売業より多く第３位となっている。以前から本県でも取組が始まっていた東海・

南海地震対策の公共工事増加が、平成 23年３月の東日本大震災発生を受け求人数が増加し、建

設科など関連学科を中心に採用増加に結びついていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２】 産業別就職内定者数の比較（平成 20年度～23年度） 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３】 平成 20年度～23年度産業別就職内定者数の比較（平成 22年度上位５種） 

 

   イ 今後期待し得る求人動向の考察 

     さらに、今年度の求人数と内定数の比較を県内・県外別に行った（図４）。県内・県外とも最

も求人数・内定数が多いのは製造業である。特に県外での製造業の内定数が最も多く、県内での

製造業の内定数の２倍近くになっている。また、県外製造業と宿泊業、飲食サービス業では、求

人数より内定数が多くなっている。これは県内のハローワークに受付せず、県外事業所から直接

学校に送付される指定求人により内定につながっていることなどが考えられ、これまでの採用を

通して、事業所等と学校との地道な関係づくりがうかがえる。今後継続した採用維持のためにも、

学校は事業所等との関係を維持強化する努力が必要となる。継続した採用の働きかけとともに、

受験生徒には働くことの意義など事前指導を強化し、採用生徒についても必要に応じたフォロー

指導を行い早期離職の防止に努める必要がある。 

     県内の医療業・介護福祉業の求人が第３位となっている。しかし内定数は県内の卸売・小売業

のほうが多く、医療業・介護福祉業は第４位である。県内の医療業・介護福祉業の充足率は 51.9％

で、かなり低い。各校からの報告を見ると、介護福祉業では比較的大規模な事業者に生徒の希望

が集中する傾向があり、生徒の地元での就職希望が高いにも関わらず、地元の小規模事業者への

応募が少ない。この原因のひとつに生徒の受け取る事業所についての情報量に差があるのではな

いかと考える。比較的大規模な事業者は情報発信も積極的に行い生徒にアピールをでき採用予定

数も多い一方で、地元の小規模事業者については生徒が知る機会に限りがあり採用予定数も少な

く、また給与条件などにも違いが見られるため、生徒が敬遠しがちなのではないかと思われる。

昨年度、採用数の非常に多かった大規模事業者での採用数が、今年度は減少していたことも内定



数減少の理由の一つであった。しかし高齢化社会の進行に伴い、とくにその割合が高い県内にお

いて、介護福祉業は今後も継続した採用が見込まれ、有力な生徒の進路先となる。具体的には今

後取組むべきインターンシップなどを通じての生徒の勤労観・職業観育成のなかで、地域の事業

者との関係を築き上げ生徒が幅広く情報を知り、体験を積めるように指導を行う。そのなかで、

進路選択時に地元事業者を候補として考える生徒を育成できるのではないかと考える。 

     建設業も充足率が低く（県内 60.4％、県外 41.5％）なっている。求人数は震災復興需要や防

災対策により増加したが、なかなか生徒の条件にあう募集は少ない。高校での進路指導としては、

正規採用を目指す指導が基本と考える。キャリア教育で育成すべき能力の中で言えばキャリアプ

ランニング能力となるが、生徒が働くことの意義や役割を理解し、自らの将来設計に繋げられる

ように、職業選択における注意点として指導を行っていく必要があるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図４】 平成 23年度求人数と内定数の比較（県内・県外） 

 

 (2) 進路指導の体系化 

   ア 各校における進路指導の現状分析 

   (ｱ) 各校の抱える進路指導上の課題 

平成 23年 10月 17日～21日に行われた地区別進路指導主事会の協議資料をもとに、各校に

おける進路指導上の課題を取りまとめた。第一に選考試験の多様化とその対策である。少な

い求人に対して多くの志望者がでる状況から、事業所側の選考試験もより多様化し難易度も

増している。多くの事業所で学力・適性試験が課されるようになっており、生徒に基礎学力



をつけさせる指導が必要となっている。早い段階から補習などを行い、受験準備をさせなけ

ればならない。面接試験もよりコミュニケーション能力が問われる内容へと変化している。

日本経済団体連合会の調査によると、企業が応募生徒に最も求める能力がコミュニケーショ

ン能力であるという(図５)。教室における授業だけではコミュニケーション能力を生徒に養

わせることはできない。高校生活を通じてより多様な経験を生徒に積ませること、特に異な

る世代の大人との交流体験が必要では無いかと考える。そのための具体策としては、インタ

ーンシップなどの体験活動や、スキルアップ講習や進路講演など外部講師を招いての活動、

学校行事等の活用などが考えられる。 

第二に進路指導の体系化である。新学習指導要領では「学校の教育活動全体を通じ、計画

的、組織的な進路指導を行い、キャリア教育を推進すること」と明記されている。しかし地

区別進路指導主事会の協議資料によると、「教員によって進路指導への取組に差が見られる」

「進路指導担当者が変わり、進路指導のノウハウが継承されていない」といった報告がある。

進路指導担当者やホーム担任に進路指導を任せがちになり、学校全体としての取組ができず

生徒や保護者の期待に応えきれていない場合があるのではないかと思われる。学校の進路指

導体制を整える必要がある。また多くの学校からは、生徒や保護者の進路意識の不足や不十

分さが課題として挙げられている。この課題を考えたとき、学校は進路選択についての情報

を十分に生徒や保護者に提供できているか、という視点を持つ必要がある。進路指導をより

充実させるためには、地域や企業など学校外部の協力を得る必要があるが、ここでも学校の

取組について十分に情報提供できているか、という視点が必要である。学校・家庭・地域・

企業等の連携を深める手だてが必要であると考える。また、取組を実施して終わりではなく、

PDCA サイクルにもとづき評価と改善を繰り返していく必要がある。このサイクルの実施によ

り、学校の進路指導は継続性のある発展的な指導となる。 

【図５】 2010年３月卒業者の採用選考にあたって特に重視した点（日本経済団体連合会調査） 

出典：「高等学校キャリア教育の手引き」第１章第１節（P34） 



   (ｲ) 各校における進路指導の基本資料作成状況 

各校の進路指導について取りまとめた「進路の手引き」等の基本資料の作成状況を調査した

ところ、全日制高校 35校（分校含む）のうち、10校（28.6％）は作成しておらず、７校（20.0％）

は L・H資料など冊子化されていない資料しかなかった。定時制・通信制高校は 19校のうち 10

校（52.6％）は作成しておらず、４校（21.1％）は L・H資料など冊子化されていない資料しか

なかった。このような状況では、学校を挙げての進路指導は現実的には困難である。目標達成

のためには、各校でその学校が目指す進路指導を具体化する指導資料の手引き作成が必要であ

ると考える。生徒のキャリア意識を育成するツールとして就職希望者だけでなく、進学希望者

にも「進学の向こうにある就職」を意識させる。そのために、生徒が記入して作り上げる要素

を多く取り入れた、ワークブック的なものにする必要がある。また、進路指導の体系化を実現

するために、校内で活用できるものにしなければならない。手引き編成のねらいを図６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図６】 手引き編成のねらい 

 

 イ 各校の目標・実状に応じた進路指導計画策定のための手引きの作成 

(ｱ) 「進路の手引き」作成の事例の構成 

各校から提供された現在の手引きの掲載内容を整理し、今後各校が作成する手引きに必要だと

考える内容を整理し掲載した。１章は手引きを編成するねらいの解説を掲載した。２章は「学年

共通事項」として、進路指導方針や年間指導計画項目など共通項目を入れ、それらを分かり易く

提示する目的で「進路指導計画書」の例を作成し掲載した。３章～５章は学年ごとに必要と思わ

れる内容を整理し掲載した。この編成はワークブックとしての視点を重視し、かつて県教育委員

会が作成・配付していた「進路学習ノート」に準ずる構成をとった。掲載には、各校の事例より

参考事例を収録し、解説を加えた。巻末資料には、「差別につながる恐れのある 14 項目」、来年

度より変更される「日本標準職業分類（抄）」、作成した「平成 24 年度の高校生への就職支援事

業（予定）一覧表」を掲載した。 



   (ｲ) PDCAサイクルによる評価と改善 

     PDCA サイクルによる評価と改善のイメージを図７に示す。 

各校の目指す進路指導目標に従い進路指導計画を立て（Ｐ）、学校全体を挙げて実行する（Ｄ）。

実行にあたっては、必要に応じて途中での評価（Ｃ）を行い、適宜計画の修正も行う。評価に

ついては、学校内部での自己評価とともに、保護者や地域住民など学校外部からの評価を受け

ることも重要である。そのための手段としては学校評価アンケートや開かれた学校づくり委員

会など、各校で利用できる手段を用いる。それによって得た評価をもとに、改善（Ａ）に取り

組む体制を整える必要がある。学校長を中心に、学校の実態に応じた運用体制を構築し、最終

的な情報の共有は職員会など教職員全体で図る必要があると考える。ここで行う PDCAの一連の

情報は、各校で作成する手引きや、進路指導計画チェックシート、年度途中で評価と見直しが

あった場合は進路だよりなどの手段を用いて、関係者全体（教職員、生徒・保護者、地域住民

他）に周知を図る必要がある。 

(ｳ) 進路指導計画チェックシート 

     図８に示した進路指導計画チェックシートを作成することで、学校の進路指導計画を周知す

る際に役立つと考えた。「教育活動を通して育成したい能力」としては、平成 23年 11月に文部

科学省より示された「高等学校キャリア教育の手引き」より、今後キャリア教育で生徒に身に

付けさせるべき「基礎的・汎用的能力」の４要素を導入した。 

 

【図７】 PDCAサイクルによる評価と改善イメージ 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図８】 進路指導計画チェックシート例 

 

  (ｴ) インターンシップ 

キャリア教育を進めるうえで、最も欠かせない視点がインターンシップ等の体験学習である

と考える。しかし国立教育政策研究所による調査によると（図９）、中学校での職場体験活動へ

の参加率は 96.5％に達しているのに対し、公立高等学校（全日制）におけるインターンシップ

への参加率は、職業に関する専門学科で 63.0％、総合学科で 44.1％、普通科では 15.2％で非

常に低い。高等学校においてはより積極的な取組が必要である。インターンシップの目的は「高

等学校キャリア教育の手引き」によると、次のように整理されている。 

 

 

 

 

 

学習指導要領に示される「勤労観、職業観の育成」とともに、キャリア教育で育成すべきと

される「基礎的・汎用的」能力の育成と、高校生活を有意義におくらせるための指針が示され

ている。また日本進路指導協会による調査によると（図 10）、高校在学時にインターンシップ

を実施して欲しかったという回答が４割を超えており、高等学校におけるインターンシップの

① 働くこと、生きることの尊さを実感させ、勤労観、職業観を育成する 
② 進路選択への積極性を醸成する 
③ 学習意欲を向上させる 
④ 「基礎的・汎用的」能力を育成する。 



重要性が示されている。インターンシップに期待される効果を次のように整理した。 

 

 

 

 

 

 

インターンシップに取り組ませることで、キャリア教育で目標とされる「教育活動を通して

育成したい能力」の全ての育成を図ることができる。これらは、高卒後進学を希望している生

徒にもやがて必ず必要となる、ここで身に付けさせるべき能力である。就職希望者だけでなく、

進学希望者にも取り組ませなければならない。 

高等学校において就業体験活動（インターンシップ）を実施しない理由としては「授業時数

の確保が困難である（38.9％）」「受け入れ先の確保が困難である（35.0％）」「必要性を感じな

い（23.8％）」などが挙げられている（図 11）が、授業時数の確保は長期休暇を活用するなど

工夫次第で解決可能であり、受け入れ先の確保については外部機関の協力を求めることもでき

る（図 12）。 

既に取組が行われている学校でもキャリア教育の観点より見直しが必要であるし、これか 

ら取り組む学校については参考資料として「インターンシップの手引き」が就対協 Webで公開

されている。追加資料として、インターンシップの事前指導で活用する「企業を調べる」ワー

クシートの案を掲載した（図 13）。これらを活用し、生徒自らが受け入れ企業について調べる

ことでキャリアプランニング能力を養い、疑問点を質問することでコミュニケーション能力の

育成につながると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図９】 公立中高におけるインターンシップ参加率 

出典：「高等学校におけるキャリア教育推進のために」（P2） 

 ① 実習先を生徒自らが探す           自己理解・自己管理能力、課題対応 
 ② 実習先への通勤プランを生徒自らが考える   能力、キャリアプランニング能力 
 ③ 実習先に生徒自らが電話連絡し、アポを取る    
 ④ 実習先での様々な年齢層の大人との交流     人間関係形成・社会形成能力 
 ⑤ 実習終了後、礼状を書く             
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 10】 高等学校在学時に実施してほしかった体験活動（学科別） 

出典：中教審答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」（P171） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 11】 高等学校において就業体験活動を実施しない理由 

出典：中教審答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」（P158） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 12】 学校外部との連携、外部の支援機関などのイメージ図 

出典：「高等学校キャリア教育の手引き」第２章第５節（P99） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 13】 事前指導用ワークシート案 



   (ｵ) 学校外部からの就職支援 

     学校外部に目を向けると、さまざまな組織が高校生に対する就職支援策を実施している。

これまで学校は自校のみでの生徒支援にとどまり、外部の助力を請うことが少なかった。し

かし、「新学習指導要領」や「高等学校キャリア教育の手引き」でも地域の教育資源の活用

がうたわれ、家庭・地域・事業所等といった学校外部との連携推進を進めなければならない。 

     学校外部からの就職支援を活用しきれていなかった一つの原因として、学校の教育活動は

基本的に年度当初にたてる年間指導計画に従って行われており、年度途中で新しくあるいは

ばらばらに各組織からの支援策の案内があっても活用ができない場面が数多くある。そこで

「平成 24年度の高校生への就職支援事業（予定）一覧表」を作成した（表１～３）。これを

学校に配付し、年間指導計画立案の際に参考にすることにより、各機関の就職支援策を計画

的に利用できると考えた。 

     １頁では横方向は支援内容項目で分類し、縦方向は対象学科等で分類した。それぞれの事

業にはコード番号を振り、２頁の事業概要に対応させた。 

     ２頁には事業の実施概要を記載した。 

     ３頁には関係機関の連絡先と、実施予定時期による分類表を記載した。実施予定時期によ

る分類により、学校が年間指導計画を立案する際に参考にしやすいよう配慮した。 

     全ては網羅できていないが、県内公的機関である県教育委員会・県商工労働部雇用政策

課・高知労働局と、関係する主要就職支援機関であるジョブカフェ・ハローワークの情報は

記載することができた。 

    この一覧表の作成のために各関連機関に出向き、それぞれの活動内容について教えを請う

なかで、私自身の視野が大きく拡がった。学校現場に戻っての実践で学校外部からの就職支

援を自ら活用し、周囲にも拡げていきたい。 

 

【表１】平成 24年度の高校生への就職支援事業（予定）一覧表（１頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【表２】平成 24年度の高校生への就職支援事業（予定）一覧表（２頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表３】平成 24年度の高校生への就職支援事業（予定）一覧表（３頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 研究の成果と今後の課題 

卒業生の動向分析と求人動向の考察では、リーマンショック後の平成 21 年度に大幅に減少はした

が、本県高校生の就職先としては依然製造業での採用が最も多いことが明らかになった。しかし、現

在の経済情勢を考えると、県外製造業での採用は更に減少することが予想される。県内事業所は概ね

経営規模が小さく、今年度は採用があったが来年度以降引き締め傾向も予想されており、見極めが必

要である。学校としては、事業所との関係を維持発展させ継続した採用への働きかけを行う必要があ

る。高齢化社会を迎え、今後の成長産業として期待される介護福祉業だが、地元求人とのマッチング

指導が必要である。高校生活の早い段階からの体験学習（インターンシップ）などを通じて、地元事

業所との関係を築くとともに、生徒の職業観・勤労観を育成する指導が学校に求められると考える。 

そのためにも、高校の進路指導体系の確立が重要である。より開かれた学校を目指して、進路指導

の方針や計画、その結果についても家庭や地域社会に周知し、意見や要望を聞きながら改善に努める

姿勢が学校に求められている。 

今後、取り組むべき方向としてキャリア教育の重要性が示されている。就学前の段階から小中学校

を経て高校、さらに高校卒業後へと一貫して続いていくとされるキャリア教育の流れの中で、高校に

おける進路指導が担う役割について、もう一度各校で見直しを図る必要がある。学校により生徒の実

態や、目指す進路目標は異なる。それに応じた進路指導計画を各校で新たに策定、あるいは改善して

いく必要がある。 

今回の研究で作成した「進路の手引き」作成の事例や「平成 24年度の高校生への就職支援事業（予

定）一覧表」を活用して、各校の進路指導計画を策定・運用することにより、各校の進路指導が体系

化され、就職支援の改善につながると思われる。 

私自身もこの１年間で得た知識や人脈を生かしながら、学校組織の一員として配属校での進路指導

計画の見直しに参画し力を尽くしていきたい。 
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